
 

建設工事における技術者等の配置について 

（お知らせ） 

 

 建設業法の一部改正に伴い、建設工事における監理技術者等の配置・専任に関す

る金額要件の見直しや監理技術者等の複数現場の兼務に関する要件の見直しが行

われました。 

 この建設業法の一部改正に伴い、「米原市現場代理人の常駐に関する運用基準」

の一部改正を行いましたのでお知らせします。 

 

記 

 

・現場代理人の兼務（現場代理人の兼務） 

現場代理人の兼務を認める工事は、次の各号の全てを満たす必要があります。 

（１）発注者と常に携帯電話等で連絡が取れ、発注者が求めた場合には、工事現場

に向かう等の対応がとれること。 

（２）現在配置している工事と兼務したい工事の双方の契約金額が４，５００万円

未満（税込み）の場合は、各工事現場間の移動時間が 1 時間程度（移動距離概

ね３０ｋｍ）であること。 

（３）いずれも米原市が発注した工事箇所が米原市内の工事であり、特記仕様書に

現場代理人の兼務を認めない旨の記載がないこと。 

２ 兼務を行う現場代理人は次の各号すべての要件を満たすものとする。 

（１）すでに兼務している工事がないこと（兼務は 2 件まで）。 

（２）稼働中のいずれかの工事現場に常駐すること。 

３ 工事打合せ簿により、現在従事している工事の担当課から別工事に兼務して従

事することの承認を受け、兼務したい工事の電子入札に応札する際に打合せ簿

を添付すること。 

 

令和７年１１月４日 

                米原市役所総務部契約管財課 


